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信用金庫の１人当たり労働生産性 
－付加価値額の増加を主因に、１人当たり労働生産性は上昇傾向－ 

 

➢ 全国 254の信用金庫における経営全体の利益創出能力や効率性をみるため、１人当たり労

働生産性（付加価値額／労働量）を確認する。 

➢ １人当たり労働生産性の推移をみると、これまで低下傾向にあったが、2024 年度は前期

比 1.1百万円増の 15.1百万円となり、2015年度以降で最も高い水準となっている。 

➢ １人当たり労働生産性に応じて信用金庫を４区分してみると、直近５年間は 10～15 百万

円未満が最も多く、全体の６割前後を占める状態が続いている。一方、付加価値額の増加

を主因に、15百万円超となる信用金庫が増加している。 

 

１．労働生産性 

 労働生産性とは、投入した労働量（人や時間）に対して、どれだけの成果（モノやサービ

ス、付加価値）を生み出したかを示す指標である。労働の効率性を測るものであり、数値

が高いほど効率が良いことを意味する。 

労働生産性には物的労働生産性と付加価値労働生産性の２種類があるが、本稿では、信

用金庫のビジネスモデルを踏まえ、付加価値労働生産性（付加価値額／労働量）を算出し

た。 

 

２．全国信用金庫の労働生産性 

付加価値額の算出方法には、控除法（中小企業庁方式）と積上げ法（日銀方式）がある

が、本稿では、経営活動により生み出された価値を構成要素（人件費や利益等）で積み上

げる日銀方式（以下「日銀方式」という。）を採用し、次のとおり付加価値額を算出して

いる。 

付加価値額＝経常利益＋人件費＋賃借料＋租税公課等＋金融費用＋減価償却費 

各項目は、信用金庫の決算書における勘定科目に即して算出している。 

項目 補足説明 

人件費 人事厚生費の厚生費を含む 

賃借料 土地建物賃借料＋事務機械賃借料（車両リース料はデータ入手困難のため除外） 

租税公課等 固定資産税＋事業所税＋印紙税＋登録免許税＋預金保険料 

金融費用 預金利息等の支払利息 

減価償却費 有形固定資産償却＋無形固定資産償却 

便宜上、労働量には期末の常勤役職員数を用いた。 
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 全国 254 の信用金庫における直近 10

年間の１人当たり労働生産性の推移を

示す（図表１）。これまで低下傾向にあ

ったが、2024 年度は前年度比 1.1 百万

円増の 15.1百万円となり、2015年度以

降で最も高い水準となっている。 

付加価値額および常勤役職員数につ

いて 2015 年度を 100 として指数化する

と、直近では増益基調を背景に付加価値

額が増加しており、これが１人当たり労

働生産性の上昇に寄与している。 

 

３．信用金庫別の状況 

  図表２は、１人当たり労働生産性に応

じて信用金庫を４区分し、直近５年間の

推移を示したものである。各年度とも 10

～15 百万円未満の信用金庫数が最も多

く、構成比も６割前後で大きな変化はな

い。一方、増益基調を背景に 15百万円超

となる信用金庫が増加している。 

なお、2020 年度と 2024 年度を比べる

と、上昇 219金庫、低下 35金庫で労働生

産性を高めた金庫の方が多くなってい

る。 

 

 

今回の分析の結果、信用金庫の１人当たり労働生産性は、直近では付加価値額の増加が

押し上げ要因となり、上昇傾向にあることが確認できた。 

労働生産性は、限られた経営資源（人員・店舗等）でいかに効率的に高い付加価値（金

利収入や手数料収入等）を生み出しているかを示すものであり有用な経営指標の１つであ

る。金利環境の変化や人口減少に伴う資金需要の低下を背景に、業務の効率化や収益構造

の見直しが進み、信用金庫の１人当たり労働生産性は向上している。 

なお、生産性分析にあたっては、労働生産性に加え、ＲＯＡや経費率などの収益性指標

を含む複数の指標を組み合わせることで、より的確な把握が可能となるだろう。 

以 上 

※信用金庫業界の各種データは、信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページの「信用金庫統計」

（https://www.scbri.jp/publication/toukei/）に掲載されています。併せて、ご活用ください。 

本レポートは発表時点における情報提供を目的としており、文章中の意見に関する部分は執筆者個人の見解となり

ます。したがいまして、投資・施策実施等についてはご自身の判断でお願いします。また、レポート掲載資料は信

頼できると考える各種データに基づき作成していますが、当研究所が正確性および完全性を保証するものではあり

ません。なお、記述されている予測または執筆者の見解は予告なしに変更することがありますのでご注意ください。 

(図表２) 信用金庫別の状況 
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(図表１) １人当たり労働生産性の推移 
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